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概 要

東日本大震災では，津波の浸水域において水インフラ (水道施設・下水道施設) の被害も多々発

生し，住民の健全な生活環境確保や社会活動維持に大きな影響を与えた。今後の耐災害に関する考

え方を整理するため，まずは水インフラの耐震・耐津波に関する指針等の変遷を整理した。次に，

水道の復旧に下水道機能の回復が追い付かずに汚水が市街地に溢れ出すリスクの軽減や，水インフ

ラ全体の効率的な復旧に資するための，水道と下水道の連携による一体的な危機管理体制のあり方

について検討した。
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1．は じ め に

平成 23 年 3 月 11 日，未曾有の災害となった東日本

大震災が発生した。マグニチュード 9.0・最大震度 7

の大地震，東北地方と関東地方の太平洋沿岸部を襲っ

た大津波により，水インフラ (水道施設・下水道施

設) も広範囲にわたり多大な被害を受けた。水道施設

が被災すると，清潔で安全な水の供給がストップする

恐れがある。また，下水道施設が被災すると，汚水・

雨水の排除機能の喪失等が懸念される。両施設とも，

住民の健全な生活環境確保や社会活動維持のため，災

害発生時におけるその機能確保は非常に重要となる。

また，被災した場合においても，早急に復旧できるよ

う，事前に体制を整えておく必要がある。

東日本大震災では，津波の浸水域における各種施設

や設備の致命的な被害が多々生じた。これは，これま

で我が国では上下水道施設は津波による被害をあまり

経験していないことが一つの背景として挙げられる。

一方で，地震動については，兵庫県南部地震や新潟県

中越地震など，過去の地震で生じた被害を教訓に考え

られた耐震対策による効果が，随所で確認された。こ

れらの背景を踏まえ，今後の耐災害に関する考え方を

検討する前に，まずは水インフラの耐震・耐津波に関

する指針やマニュアル等の変遷を整理した。

また，東日本大震災では，水道の復旧に下水道機能

の回復が追いつかず，マンホールから下水が溢水する

事態が生じた。今後発生が予想されている東海，東南

海，南海地震等において，このようなリスクの軽減を

はじめ，水インフラ全体が効率的に復旧するために必

要と考えられる，耐災害に関する水道と下水道の連携

のあり方について検討した。

2．指針等の変遷

水道施設の耐震化に関する指針としては，「水道施

設耐震工法指針・解説｣1) が(社)日本水道協会から発刊

されている。同指針は，福井地震 (1948 年) による

福井市水道の甚大な被害により，水道施設の耐震工法
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が重大な問題として取り上げられて発刊された「水道

施設の耐震工法」が，新潟地震を機に 1966 年，耐震

に関する技術の進歩により 1979 年，兵庫県南部地震

の経験を基に 1997 年と適宜改訂されている。改訂に

際しては，各改訂時に最新の地震関係理論・耐震工法

等が織り込まれており，また近年の指針では，施設の

耐震性強化を図る上で不可欠な，既存施設の耐震診断

法と補強法に重点を置き，内容の充実が図られている。

下水道施設の耐震化に関する指針として，「下水道

施設の耐震対策指針と解説｣2) が(社)日本下水道協会か

ら発刊されている。同指針は，宮城県沖地震 (1978

年) 等を踏まえて発刊された「下水道施設地震対策指

針と解説」が，兵庫県南部地震を契機に 1997 年，新

潟県中越地震等を踏まえて 2006 年に改訂発刊された

ものである。改訂に際して，設計対象地震動の変更や

液状化対策の考え方が示されるなど，地震動に対する

対策が強化された。また，同協会からは，組織・体

制・情報管理・震後対応等の考え方が示された「下水

道施設の地震対策マニュアル｣3) も発刊されている。

国土交通省では，災害時に速やかに下水道機能を維

持・回復できるように，下水道管理者による BCP (事

業継続計画) の策定を推進するため，「下水道 BCP策

定マニュアル〜第 2編〜 (地震・津波編)｣4) が取りま

とめられている。

このように，上下水道それぞれで，地震対策の強化

が進められており，今後，東日本大震災を踏まえ，津

波に対する対策も強化されることが見込まれる。しか

しながら，水道の復旧に下水道機能の回復が追い付か

ずに汚水が市街地に溢れ出すリスクの軽減や，水イン

フラ全体の効率的な復旧に資するためには，水道と下

水道の連携による一体的な危機管理体制の確立が重要

であると考えられる。そこで，筆者らは，次章で示す

ように，水道と下水道の連携のあり方を検討した。

3．水道と下水道の連携のあり方

Fig. 1は，耐災害に関する水道と下水道のあり方の

検討結果である。災害の事前対策としての一元管理，

災害発生時の相互支援について整理した。事前対策と

しての一元管理として，ここでは情報管理，住民に対

する問い合わせ対応・広報，着実なハード対策の推進，

物資・燃料の確保の 4つを挙げている。また，災害発

生時としては，ここでは，被害状況の把握・応急復旧

工事や物資・燃料の相互支援を挙げている。

さらに，これらをより効率的に行うための方策例を

検討した。BCPの共同整備や，台帳の書式統一と共

同管理を挙げたほか，実際に災害が起こった時の両管

理者間の連絡を迅速に行うため，通常時から担当者同

士の顔合わせや相互施設の把握を行っておく必要があ

ると考えられる。また，シミュレータによる被害状況

把握の効率化や事前訓練への活用など，民間企業等の

技術の積極的な活用も有効であり，さらに，インター

ネットやゲーム等を通じた情報発信といった，各世代

に応じた意識啓発活動を行うことも有効であると考え

られる。
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Fig. 1 Collaboration between water service administrators and sewage works administrator



4．お わ り に

筆者らは，水インフラの耐震・耐津波に関する指針

やマニュアル等の変遷を調べていく中で，水道と下水

道の連携による一体的な危機管理体制を確立すること

の重要性に着目し，効果的な連携のあり方について検

討した。ここでの提案は，項目出しに留まっており，

実際に実施する上では，詳細の整理や両管理者間での

調整等が必要となってくる。
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